
人事行政の運営等の状況について

令和５年度

紀南地方老人福祉施設組合



人事行政の運営等の状況について

　紀南地方老人福祉施設組合では、平成１６年８月１日に地方公務員法の改正法が施行された
ことに伴い、平成１７年７月に『紀南地方老人福祉施設組合人事行政の運営等の状況の公表に
関する条例』を制定し、施行しました。これは、人事行政の運営等の状況を皆さまにお知らせ
することによって、人事行政の公平性と透明性を高めることを目的としたものです。

１ 職員の任免及び職員数に関する状況 

（１） 部門別職員数の状況と主な増減理由
（各年４月１日現在、単位：人）

（２） 年齢別職員構成の状況

（令和６年４月１日現在　単位：人）
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～
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（３） 等級及び職制上の段階ごとの職員数

（令和６年４月１日現在）

(人) (人) (人) 段階

6級

　　職務

0

2

2

4

　　の職務

　　験を必要とする業務を行な

　　門員、看護職員（正看護師

　　）の職務

4

１　主任の業務 6

２　困難な業務を行なう職員の 9

　　職務 1

3

1

20

１　定期的な業務を行なう職員 6

　　の職務

1

7

※会計年度任用職員は除いています。

※構成比は小数点以下第３位を四捨五入しているため、合計しても100とはならない場合があります。

（４） 職員採用試験実施状況
（令和５年度　単位：人）

1 1

事務員

1級 7

介護職員

介護支援専門員

生活相談員

試験区分

一般事務職(事務)

受験者数

看護職員

計

サービス提供責任者

サービス提供責任者

看護職員

計

看護職員

6.06%

生活相談員

2級

管理栄養士

園
長
級

21.21%

60.61%

計

事務局長

4級 2 6.06%

12.12%3級

　　要とする業務を行なう主任

２　極めて高度の技能または経

4

１　高度の技能または経験を必

合計

(％)
等級

１　困難な業務を行なう園長の

5級

職制上の段階

職名

内訳等級別基準職務表に
規定する基準となる職務 (％)

最終合格者数 採用者数

事務局長

一般事務職( 他 )

一般事務職(介護) 1 1 1

一般事務職(看護)

合計 3 2 2

2

介護職員

介護支援専門員

１　園長の職務

　　う生活相談員、介護支援専

介護支援専門員

2
園
長
級

主
任
級

園長

園長

計

31

調理員

生活相談員

管理栄養士

事務員

主任

20

主任

主
任
級

職
員
級

93.94%

調理員

計



（５） 職員採用状況

（令和６年４月１日現在　単位：人）

（６） 職員の退職等の状況
（令和５年度　単位：人 )

（７） 定員適正化の数値目標
① 定員適正化目標

② 定員適正化計画の年度別数値目標の推移

２ 職員の給与の状況

（１） 人件費の状況

（２） 職員給与費の状況

〔注１〕職員手当には退職手当・児童手当は含まれていません。

〔注２〕職員数は、令和5年4月1日現在の普通会計に属する一般職員の人数です。

区分

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

数値目標等

45 44

合計

2

令和5年度 令和6年度

41

区分 職員数

5年度
33 100,464 38,525

人 千円

22,613

千円 千円 千円

職員手当

56.8

％

〔注〕人件費には一般職員の給与、退職手当、共済費のほか、会計年度任用職員・特別職の給料及び報酬等を含
んでいます。

給料 期末勤勉手当

区分 歳出額

削減累計(第一次計画～)

削減目標値(前年比)

実績
削減累計(第一次計画～）

職員数

進捗率（％）

千円 千円 千円 ％

進捗率（％）

削減目標値(前年比)

実質収支 人件費

１人あたり
給与費(B/A)

年度

職　員　数

計

給与費

5年度
662,424

一般事務職( 他 ) 0

男性 女性
一般事務職(事務) 0

試験区分
採用者数

一般事務職(介護) 1 1

一般事務職(看護) 1 1

合計 0 2

合計 4

計画期間

人数
0

- 400,297 60.4

161,602

千円

4,897

42 44

定年退職
勧奨退職

普通退職（自己都合等） 4

0

（参考）
令和4年度
の人件費率

42

〔注〕職員数には、一般職員、フルタイム会計年度任用職員を含んでいます。

人件費率



（３） 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況
（令和６年４月１日現在）

〔注１〕「平均給料月額」とは、各職種ごとの職員の基本給の平均です。 

〔注２〕「平均給与月額」とは、給与月額と毎月支払われる扶養手当、通勤手 当、住宅手当、時間外勤務手当など

の諸手当の額を合計したものです

（４） 職員の初任給の状況
（令和６年４月１日現在　単位：円)

（５） 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況
（令和６年４月１日現在　単位：円)

〔注〕経験年数とは、卒業後直ちに採用されている場合の採用後の年数をいいます。

　　　経験年数・学歴に該当する職員がいない場合、近似の階層を選んで記載しています。

（６） 職員の手当の状況
① 期末・勤勉手当

（令和５年度支給割合)

国

〔注〕〔　　〕の数値は、管理職の支給割合です。

② 退職手当
（令和６年４月１日現在)

国

※
※異なる（定年前早期退職特例措置（2～45％））

③ 特殊勤務手当
（令和６年度)

2.450月分［2.050月分］
12月期

1.000月分［1.200月分］

1.050月分［1.250月分］

勧奨・定年
勤続20年

定年前早期退職特例措置(2～20%)

255000円

平均勤続年数

一般行政職

平均年齢 平均給料月額区分 平均給与月額

42.4歳 10.0年 308000円

大学卒
高校卒

区分
196,200

決定初任給

166,600
一　般
行政職

経験年数 32年

経験年数 29年

174,900

経験年数 25年
295,700 300,500

2年後の給料
214,400

経験年数 25年
一般行政職

一般行政職 大学卒

期末手当 勤勉手当

289,700

225,600 272,700
区分

支給月
6月期

1.250月分［1.050月分］

高校卒

252,400
経験年数 20年経験年数 10年

経験年数 10年 経験年数 20年

区分

種

2.050月分［2.450月分］

勤続25年

自己都合
19.6695月分

28.0395月分 33.270750月分
34.7355月分

47.7090月分

298,100

40.803750月分

47.709000月分

支給額の多い手当

職階上の段階、職務の級等による加算措置　有

24.586875月分

紀南地方老人福祉施設組合

同
じ

区分

計

紀南地方老人福祉施設組合

1.200月分［1.000月分］

加算措置
最高限度額

勤続30年

289,700

多くの職員に支給
されている手当

介護業務業務・看護業務等従事手当・夜間業務手
当・夜間待機手当・介護職員等処遇改善手当

介護業務業務・看護業務等従事手当・夜間業務手
当・夜間待機手当・介護職員等処遇改善手当代表的な

手当の名称

同
じ

支
給
率

手当の種類（手当数）



④ その他の手当
（令和６年４月１日現在)

　つき　5,000円加算
・賃貸住宅に居住の場合（家賃が月額12,000円を超える
　場合に限る）月額27,000円を限度として家賃の額に応 
　じて支給（国と同じ）
・自宅の場合は月額 1,000円（新築等の場合は５年間に

　限り　2,500円）
通勤距離が片道２㎞以上の者で
・交通機関を利用する場合は、通勤に要する相当額（最
　高限度額55,000円（国と同じ））

・交通用具（自動車等）を利用する場合は、通勤距離に
　応じて 2,000円から21,600円までを支給（国は31,600
　円まで支給）

⑤ 特別職の報酬等の状況
（令和６年４月１日現在)

円
円
円

円

円

３ 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

（１） 勤務時間
（令和６年４月１日現在)

〔注〕一般職の標準的な状況です。

（２） 年次休暇の取得状況
（令和５年１月１日～令和５年１２月３１日）

一年につき20日間付与

※付与された翌年に限り繰越し可能（最大40日）

※職員数からは育児休業、休職、途中退職等により年間を通じて勤務していない職員を除いています。

※全対象職員数には、一般職員としています。

議長

副議長
議員

給料月額等

444 33 13.5
（Ａ）

総取得日数 全対象職員数
（Ｂ） （Ａ／Ｂ）

平均取得日数

１日の正規の
勤務時間

開始時間 終了時間 休憩時間

8時間 8時30分 17時30分 1時間

250

1,250
1,250

416

333

・子　　　10,000円

・父母等　 6,500円
・満16歳の年度初めから22歳の年度末までの子１人に

通勤手当

報
酬

給
料

区分
管理者
副管理者

・配偶者　 6,500円

住宅手当

区分

扶養手当
(国と同じ)

内容



（３） 主な特別休暇等の種類等
（令和６年４月１日現在）

〔注〕特別休暇とは、職員が特別の事由により勤務しないことが相当である場合として認められる休暇を

いいます。

４ 職員の休業に関する状況

育児休業の取得状況
（令和５年１月１日～令和５年１２月３１日）

〔注〕取得者数には、一般職員・会計年度任用職員を含んでいます。

５ 職員の分限及び懲戒処分の状況

（１） 分限処分者数
　分限処分とは、公務能率の維持し、適正な運営を確保することを目的とし、本人の意に

反してその身分に不利益な変動をもたらす処分です。分限処分には、降任、免職、休職、
降給の４種類があります。

（令和５年度　単位：人 )

（２） 懲戒処分者数
　懲戒処分とは、公務員としてふさわしくない行為があった場合に、公務員全体の秩序を
維持するために、職員の義務違反に対する道義的責任を追及して行う処分です。懲戒処分

には、戒告、減給、停職、免職の４種類があります。
（令和５年度　単位：人 )

１日

必要と認められる期間

５日
出産予定日前６週間以内から出産日まで 

１日から７日

降給 計
0 0 0

休職

必要と認められる期間
必要と認められる期間

５日

0 2 2

計免職停職減給戒告

降任 免職

男 女 計

0 0

５日

（要介護者が二人以上の場合にあっては１０日）
短期家族介護休暇

（子が二人以上の場合にあっては１０日）

５日

７日

（多胎妊娠の場合にあっては１４週間）
出産日の翌日から８週間

１日２回、各３０分以内
２日

５日

５日

保育時間休暇
家族出産休暇

1 0 1 0 2

災害等による通勤困難

ドナー休暇
子の看護休暇

育児参加休暇

服喪休暇
家族追悼休暇

夏季休暇

災害等による住居復旧

裁判員・証人等出頭
結婚休暇

ボランティア活動休暇
産前休暇

産後休暇

種類

選挙権等公民権行使

付与期間

必要と認められる期間



６ 職員の服務の状況

職員の営利企業等従事許可状況

　地方公務員法第３８条（営利企業等の従事制限）において、任命権者の許可を受けなけ
れば、営利企業等への従事はしてはならないと定められています。

（令和５年度）

７ 職員の退職管理の状況
　紀南地方老人福祉施設組合を退職した職員の再就職に関する透明性、信頼性を確保する
ため、園長級以上の 職で退職し、再就職している者の状況について公表するものです。

（令和５年度退職者、人)

８ 職員の研修及び勤務成績の評定の状況

（１） 研修等の実施状況
　職員の資質向上と政策形成能力の育成を図るため、研修会等を開催するとともに、和歌

山県 市町村職員研修協議会等が実施する各種研修会に参加しました。

①組合主催研修
（令和５年度　単位：日、人 )

介護技術研修（移乗介助） 1 13

介護技術研修（食事介助） 1 15
3
2

1

災害時感染対策研修（防災研修）

褥瘡に関する研修（第1回）

施設防災訓練（放水訓練等含む）

認知症利用者のリスクマネジメント

感染対策に関する研修

2
45
74

高齢者虐待防止研修

ターミナルケアに関する研修

口腔ケアに関する研修（第1回）

3 104
61

2

開催日数 受講者数

75

753

2

2

身体拘束防止研修（第1回）

人数 主な許可内容

許可人数 0 統計調査等

区分

0 0 0

公共的団体
(本組合外郭団体を

除く)

本組合会計年度
任用職員等

本組合外郭団体

3

本組合再任用職員

0

民間企業等

0

研修名

3 75

2 21バーゼルインデックスの評価方法について

3

感染症対策に関する研修

2

28

30
37

身体拘束防止研修（第2回）

褥瘡に関する研修（第2回）

3

1

個人情報とプライバシーに関する研修

ＢＣＰ（事業継続計画）に関する研修

職業倫理に関する研修 45

37

89

40
3

高齢者虐待防止に関する研修

食事支援に関する研修（第2回）

コンプライアンスに関する研修

80

45

803

79

2



〔注〕受講者数には、一般職員・会計年度任用職員を含んでいます。

②和歌山県市町村職員研修協議会主催研修
（令和５年度　単位：日、人 )

Excel基礎研修

情報公開・個人情報保護研修

〔注〕受講者数には、一般職員・嘱託員・臨時職員を含んでいます。

③和歌山県主催研修
（令和５年度　単位：日、人 )

公正採用選考人権啓発推進員研修会

和歌山県高齢者権利擁護推進員養成研修

和歌山県高齢者権利擁護等推進事業　看護実務者研修

食中毒予防対策講習会

実践的サイバー防御演習2023「CYDER」

令和5年度第1回介護保険サービス事業者等集団指導

令和5年度人権擁護推進員研修

令和5年度第2回介護保険サービス事業者等集団指導

認知症介護基礎研修

企業トップクラス及び公正採用選考人権啓発推進員並びに企業における研修責任者研修

雇用労働分野の重要な法改正と企業に求められる対応

介護事業者のための業務継続計画（BCP）作成セミナー

特定給食施設に係る給食管理講習会

〔注〕受講者数には、一般職員・会計年度任用職員を含んでいます。

④その他の団体等の研修
（令和５年度　単位：日、人 )

はまゆう病院モーニングセミナー

№2育成論

インボイス制度と改正電子帳簿保存法のポイント

2024年度同時改正にむけた栄養ケアのポイントオンラインセミナー

白浜町食中毒予防対策本部会議

令和5年度　介護施設における安全対策担当者養成研修

介護職員向け　初めてのＰＣ操作講座

令和5年度　和歌山県老人福祉施設協議会　講演会

利用者別フィードバック票の活用術

経営戦略セミナー

利用者別フィードバック票の活用術

令和5年度　介護施設における安全対策担当者養成研修

地域ネットワークコミュニティ啓発セミナー

令和5年度第1回介護保険サービス事業者等集団指導

介護施設におけるBCP研修

新型コロナウイルス感染症対策研修会

養護老人ホーム職員研修会

白浜町権利擁護に関する研修

人事考課者研修
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ポジショニングの基礎　褥瘡予防と環境・ケア要因の影響から考える



2024年介護報酬改定の最新動向を解説！ 事例から読み解く改定を見据

最近の災害事例に学ぶBCPの備えとは

安全運転管理者講習

管理者・リーダーのための感情マネジメント

防災講習会

介護報酬改定対応研修 ～事業所における虐待防止及び身体拘束等の適正

ハラスメント対策について

成年後見制度研修会

セキュリティ脅威の動向と攻撃者視点から考えるランサムウェア対策

24年度介護保険制度改正の概要

介護施設における業務継続計画（BCP）研修

業務継続計画（BCP）作成後における研修講義動画

介護事故予防研修

介護ロボット・ＩＣＴ活用に関する研修会・展示会

介護分野における生産性向上 ～実践に学ぶ業務改善の手法～

令和6年度介護報酬改定における改訂事項の説明動画

令和6年4月より義務化される口腔衛生管理について

明日からの口腔ケア・食事姿勢につなげる研修 ～POTTﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ導入と

介護施設における業務継続計画（BCP）研修

令和5年度 経営戦略セミナー

支援のモヤモヤを考えてみよう！

〔注〕受講者数には、一般職員・会計年度任用職員を含んでいます。

（２） 職員の勤務成績の評定の状況
　職員が自らの職務を管理し、職務執行上の責任感とやる気やその持てる能力を最大限発
揮できることを目的とした制度です。

（令和５年度 )

平成28年４月１日より職員人事評価制度を導入し実施しています。

９ 職員の福祉及び利益の保護状況

（１） 健康診断等の状況
（令和５年度　単位：人 )

〔注〕受診者数には、一般職員・会計年度任用職員を含んでいます。

（２） 職員互助会の事業内容
（令和５年度)

人 千円 千円
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85

百々千園職員互助会
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補助金

勤務評定票（昇給）

生活習慣病予防健診

受診者数
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-
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（３） 公務災害、通勤災害の発生状況
（令和５年度　単位：人 )

１０ 公平委員会の報告事項

（令和５年度　単位：人 )
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